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正担保・執行法の解説』（商事法務，2004 年），道垣内弘人 =山本和彦 =古賀政治 =小林
明彦『新しい担保・執行制度〔補訂版〕』（有斐閣，2004 年）が詳しい。
条，93 条項）。担保不動産の管理およびその収益の収取を行うのは，裁判所















































は，民法 372 条，304 条であると解されてきた。抵当権の効力に関する条文で
ある民法旧 371 条は4)，法定果実たる賃料には適用されず，抵当権に基づく賃
料債権への物上代位は，物上代位の条文である 372 条，304 条を根拠として認
められるとされてきたのである5)。これに対して，新たな民法 371 条は，「抵
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3) 道垣内ほか・前掲注 1）47 頁，新井剛「抵当権の物上代位・収益・執行」『民法の争















4) 民法旧 371 条項は，「前条ノ規定ハ果実ニハ之ヲ適用セス但抵当不動産ノ差押アリ
タル後又ハ第三取得者カ第 381 条ノ通知ヲ受ケタル後ハ此限ニ在ラス」と規定していた。




また，抵当権に基づく賃料債権への物上代位を認めた最小判平成元年 10 月 27 日民
集 43 巻号 1070 頁は，その根拠として，372 条，304 条を引用した（判旨は，「抵当権















6) 谷口 =筒井・前掲注 1）56 頁，道垣内ほか・前掲注 1）38 頁参照。
7) 複数の理解があることを示し，それらを精緻に分析したものとして，生熊長幸「担保
不動産収益執行と民法 371 条改正および敷金返還請求権に関する若干の問題」ジュリス

















情 1687 号 18 頁（2003 年）22 頁，山野目章夫『物権法〔第版〕』（日本評論社，2005
年）234 頁，高木多喜男『担保物権法〔第版〕』（有斐閣，2005 年）139 頁などは，こ
の立場をとっているようである。例えば，高木多喜男『担保物権法』は，平成 15 年改正
前は，抵当権に基づく物上代位の実体的根拠規定は，372 条，304 条であったのに対して，
平成 15 年改正後は，賃料への物上代位については，371 条が実体的根拠規定であるとす
る。その結果，304 条は，実体的根拠規定としての地位を失い，専ら執行手続規定とし
ての性格を帯びることとなったと説明している。
9) 生熊・前掲注 7）102 頁は，この理解を「最も落ち着きのよい解釈論」と評している。








点があり，改正後も存置されることとなった（谷口 =筒井・前掲注 1）54 頁，道垣内ほ
か・前掲注 1）37 頁参照）。

















































13) なお，筆者は，かつて平成 13 年判決の評釈（藤澤治奈「平成 13 年判決判批」法学協















が経過した後である 11 年目から 10 年間に渡って均等に分割して返還すること
とされていた。同日までに，Ａは，Ｙから敷金および保証金の合計億 5000
万円を受領しており，また，同区画をＹに引き渡していた。なお，その後の平
成 11 年月 22 日，Ａ・Ｙは，Ａが他の債権者から仮差押え，仮処分，強制執
行，競売または滞納処分による差押えを受けたときは，本件保証金等の返還に
つき当然に期限の利益を喪失する旨合意した。
他方，平成 10 年月 27 日，Ａは，他の共有持分権者とともに，自己の債権
者Ｂを抵当権者として，被担保債権額億 5000万円の抵当権（以下「本件抵当
権」とする）を，本件建物につき設定した。





件保証金返還残債権億 9295万円を自働債権とし，平成 18 年月分の賃料債
権 735万円（消費税相当額 35万円を含む額）を受働債権として，対当額で相殺
する旨の意思表示をした。さらに，平成 19 年月日，本件保証金返還残債
権億 8560万円を自働債権とし，平成 18 年月分から平成 19 年月分まで


























この時点では，本件の請求の対象である平成 18 年月分から平成 19 年月分
までのか月分の賃料は，既に弁済期が到来した賃料となっており（口頭弁論

























（同法 188 条，93 条項），このような規律がなされたのは，担保不動産から
生ずる収益を確実に被担保債権の優先弁済に充てるためであり，管理人に担保










うものではないというべきであるから（最三判昭和 40 年月 20 日裁判集民事






















































14) 道垣内ほか・前掲注 1）41 頁は，強制管理における管理人に関する議論を，担保不動
産収益執行における管理人に当てはめている。
15) 中野・前掲注 11）564 頁は，管理人は，「一種の執行共助機関」であるとする。
16) 道垣内ほか・前掲注 1）47 頁は，宮脇幸彦『強制執行法（各論）』（有斐閣，1978 年）
を引用して，このように述べる。
























































20) 昭和 40 年判決の判旨は，「債権の差押債権者が被差押債権について取立権を有する場
合に，第三債務者が債務者に対して有する反対債権をもって被差押債権と相殺するには，


































22) 坂井芳雄「昭和 39 年判決判解」『最高裁判所判例解説民事篇昭和 39 年度』417 頁参
照。
























































判平成元年 10 月 27 日民集 43 巻号 1070 頁は，民法 372 条，304 条を根拠と
民法判例研究（藤澤治奈） 149






この点についての最高裁の判断は，最小判平成 10 年月 30 日民集 52 巻























26) 平成 13 年判決の調査官解説は，これらの判例をつの要素に整理している（杉原則

























27) 藤澤・前掲注 13）1726 頁以下参照。
28) この点については，松岡久和「賃料債権に対する抵当権の物上代位と賃借人の相殺の
優劣(1)〜(・完）」金融法務事情 1594 号 60 頁，1595 号 33 頁，1596 号 66 頁（2000
年）が詳しい。また，この問題の適用規範について焦点を絞った詳細な研究として，水
津太郎「『物上代位と相殺の優劣』における適用規範論――その存在理由に対する疑念を
起点として――」法学研究 78 巻号 33 頁（2005 年）がある。
































⑶ 平成 14 年判決による調整
なお，受働債権である賃料債権との関係で注意しなくてはならないのは，最
小判平成 14 年月 28 日民集 56 巻号 689 頁の存在である。というのはこ
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＊ なお，本判決の紹介および解説としては，石毛和夫・銀行法務 21・53 巻号
47 頁（2009 年），拙稿・判例セレクト 2009掲載予定（2010 年）がある。
164 立教法務研究 第号（2010）
